
新株予約権発行に関する取締役会決議公告 
 

令和 2 年 4 月 17 日 
 
株主各位 

 
東京都港区六本木七丁目 7 番 7 号 

株式会社ユーザベース 
代表取締役 稲垣 裕介 

 
 当社は、令和 2 年 4 月 17 日開催の当社取締役会において、第 26 回及び第 27 回新株予
約権を発行することを下記のとおり決議いたしましたので、会社法第 240 条第 2 項及び第
3 項の規定に基づき、公告いたします。 
 

記 
 
第 26 回新株予約権について 
1. 新株予約権の総数 

８１６個 
 
2. 新株予約権の割当日及び払込期日 

令和２年５月７日 
 
3. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は８１，６００株
とする。（新株予約権 1 個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに
代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を
「交付」という。）する数（以下「交付株式数」という。）は１００株とする。） 
但し、第４項により交付株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式
の総数は、調整後交付株式数に応じて調整されるものとする。 
 

4. 新株予約権の目的である株式の数の調整 
(1) 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合には、交付株式数は次の算式により調整

される。但し、この調整は、当該株式の分割又は株式の併合の時点で行使されていな
い新株予約権の目的である株式の数についてのみ行うものとする。また、調整の結果
生じる 1 株未満の端数は切り捨てるものとする。 



 
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 
(2) 上記のほか、当社が他社と合併、株式交換、株式移転若しくは会社分割（以下「合併

等」と総称する。）を行う場合又は株式無償割当てを行う場合、当社は合併等又は株式
無償割当ての条件を勘案のうえ、新株予約権の目的である株式の数について、合理的
な範囲で必要と認める調整を行うものとする。 

(3) 交付株式数の調整を行うときは、当社は、その旨及びその事由、調整前交付株式数、
調整後交付株式数及びその適用日その他必要な事項をその適用日の前日までに新株予
約権者に書面により通知する。 
 

5. 各新株予約権の払込金額 
金４,２８６円（新株予約権の目的である株式１株当たり４２．８６円） 
 

6. 新株予約権証券 
新株予約権については、新株予約権証券を発行しないものとする。 

 
7. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
(1) 各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、新株予約権 1

個につき、行使価額に交付株式数を乗じた額とする。 
(2) 新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行

使価額」という。）は、１円とする。 
 
8. 新株予約権を行使することができる期間 

令和３年２月２０日から令和３年３月３１日までの期間（以下「行使期間」とい
う。）とする。 

 
9. 新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
 

10. 新株予約権の取得の事由及び取得の条件 
新株予約権の取得条項は定めない。  

 
11. 譲渡による新株予約権の取得の制限  

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するも
のとする。 



 
12. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

に関する事項 
(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計

算規則第 17 条に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算の
結果 1 円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、前
号記載の資本金等増加限度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とす
る。 
 

 
第 27 回新株予約権について 
1. 新株予約権の総数 

３,８１２個 
 
2. 新株予約権の割当日及び払込期日 

令和２年５月７日 
 
3. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は３８１，２００
株とする。（新株予約権 1 個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれ
に代えて当社の保有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を
「交付」という。）する数（以下「交付株式数」という。）は１００株とする。） 
但し、第４項により交付株式数が調整される場合には、新株予約権の目的である株式
の総数は、調整後交付株式数に応じて調整されるものとする。 
 

4. 新株予約権の目的である株式の数の調整 
(1) 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合には、交付株式数は次の算式により調整

される。但し、この調整は、当該株式の分割又は株式の併合の時点で行使されていな
い新株予約権の目的である株式の数についてのみ行うものとする。また、調整の結果
生じる 1 株未満の端数は切り捨てるものとする。 

 
調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 
(2) 上記のほか、当社が他社と合併、株式交換、株式移転若しくは会社分割（以下「合併

等」と総称する。）を行う場合又は株式無償割当てを行う場合、当社は合併等又は株式



無償割当ての条件を勘案のうえ、新株予約権の目的である株式の数について、合理的
な範囲で必要と認める調整を行うものとする。 

(3) 交付株式数の調整を行うときは、当社は、その旨及びその事由、調整前交付株式数、
調整後交付株式数及びその適用日その他必要な事項をその適用日の前日までに新株予
約権者に書面により通知する。 
 

5. 各新株予約権の払込金額 
金２円（新株予約権の目的である株式１株当たり０．０２円） 
 

6. 新株予約権証券 
新株予約権については、新株予約権証券を発行しないものとする。 

 
7. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
(1) 各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、新株予約権 1

個につき、行使価額に交付株式数を乗じた額とする。 
(2) 新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行

使価額」という。）は、１円とする。 
 
8. 新株予約権を行使することができる期間 

令和 4 年２月２０日から令和 4 年３月３１日までの期間（以下「行使期間」とい
う。）とする。 

 
9. 新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使はできないものとする。 
 

10. 新株予約権の取得の事由及び取得の条件 
新株予約権の取得条項は定めない。  

 
11. 譲渡による新株予約権の取得の制限  

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するも
のとする。 

 
12. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金

に関する事項 
(1) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計

算規則第 17 条に従い算出される資本金等増加限度額の 2 分の 1 の金額とし、計算の



結果 1 円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 
(2) 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、前

号記載の資本金等増加限度額から前号に定める増加する資本金の額を減じた額とす
る。 

 
以上 

 


